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（１）協働によるまちづくりの推進
①市民参画によるまちづくりの推進

・多様な担い手の育成 頁

1. 市民活動を担う人材の育成強化 2. 協働による公共サービスの選定・制度化 4

3. 自主防災組織の活動支援 5

・まちづくり活動の支援強化

4. 中間支援組織による市民活動への支援の充実 5. 集会施設の管理運営の適正化 6

②多様な担い手との連携強化

・民間委託と民営化の推進

6. 窓口業務等の委託の推進 7. 保育所・幼稚園の民営化の検討 7

・公共施設の計画的な管理

8. 公共施設の適正な配置と管理 9. 指定管理者制度の推進 9

③公正の確保と透明性の向上

・提供情報の強化

10. 行政情報の発信強化 10

・市民意向の反映

11. 広聴活動の充実 12. まちづくり市民意向調査（満足度）の実施 11

（２）持続可能な財政運営の推進
①計画的な財政運営の推進

・中長期的な見通しを踏まえた財政運営

13. 中長期的な財政見通しの策定 14. 地方債残高の抑制 12

15. 国の制度改正動向の把握と的確な対応 13

②安定的な財源の確保と経費の節減・合理化

・安定した財源の確保

16. 市税等の収納率向上 17. 保育料の収納率向上 14

18. 住宅使用料の収納率向上 19. 下水道使用料の収納率向上 15

20. 学校給食費の収納率向上 21. 幼稚園授業料の収納率向上 16

22. 保育料・幼稚園授業料の適正化 23. 検診料の適正化 17

24. 放課後児童クラブ等の負担金の適正化 25. 財政措置の高い地方債の活用 18

26. 遊休財産の活用の推進 27. ごみ指定袋への広告掲載の推進 19

28. 公募による自動販売機設置の推進 29. 公用車への広告掲載の推進 20

30. ふるさと応援寄付の促進 21

・経費の節減・合理化

31. 予算編成における経費削減の推進 32. 職員人件費の削減 22

33. 補助金等の適正化 34. 公共工事のコスト縮減 23

35. 公用車の適正配置と低燃費化の推進 36. ごみ排出量の削減 24

37. 電気料金の削減 38. 通信料金の削減 25

③地方公営企業等の経営健全化

・公営企業の経営健全化

39. 病院事業の経営健全化 40. 医療従事者の確保策の強化 26

41. 病院と地域の連携強化 42. 水道事業の経営健全化 27

43. 下水道事業の地方公営企業法適用 28

・第三セクターの経営健全化と自立の促進

44. 第三セクターの経営健全化と自立の促進 29

（３）効率的な行政運営の推進
①効率的な組織機構の構築

・効率性・機能性を重視した組織の見直し

45. 時代に相応しい行政組織への見直し 31

・事務事業の適正化

46. 行政評価システムの推進 47. 環境マネジメントシステムの推進 32

②人材の育成及び確保

・職員の能力開発と育成

48. 職員研修の充実 49. 人材育成型人事評価システムの推進 33

・定員管理の適正化

50. 定員管理の適正化 34

③ＩＣＴの積極的な活用

・ＩＣＴを活用した新たな行政サービスの拡充

51. 電子申請サービスの推進 52. コンビニエンスストアでの証明書等の交付サービスの推進 35

53. 公共施設のWi-Fi化の推進 36

・ＩＣＴを活用した業務の簡略化・効率化の推進

54. 電子カルテシステムの拡充 37
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